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序章 第２次中期経営計画の改定について 

序章 第２次中期経営計画の改定について                  

序－１ 改定の趣旨 

第 2次ガス事業中期経営計画（以下「第 2次計画」という。）は、平成 27 年度から平

成 34 年度までの 8年間を計画期間として、中間年度である平成 30 年度に前期計画期間

（平成 27 年度から平成 30 年度まで）の総括的な評価・検証を行い、必要に応じて後期

計画期間（平成 31 年度から平成 34 年度まで）における主要事業や経営収支見通しの見

直しを行うこととしています。 

 また、平成 30 年度において市政運営の最上位計画である「上越市第 6 次総合計画」

の後期基本計画（平成 31 年度から平成 34 年度まで）が策定され、市の財政計画など主

要な計画の見直しも行われることから、関係する計画との整合を図りながら、第 2次計

画の第 4 章「基本方針」に掲げた「平成 34 年度の姿」の達成に向け、計画の改定を行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

序－２ 改定の範囲 

 第 2 次計画は、第 5 章「主要事業計画」に掲げた業務指標によって、毎年度の予算、

決算時に評価・検証を行い、計画の進捗状況を管理しています。前期計画期間において

は、小売全面自由化を柱とするガスシステム改革が平成 29 年度に実施されるなど事業

環境に変化があったものの、概ね計画したとおりに進捗しています。 

 これらを踏まえ、今回の改定では、当初計画の主要な要素である第 5章「主要事業計

画」と第 6章「経営収支見通し」の見直しを行います。 

平成 34 年度の姿 

①安全、安心な都市ガスの安定供給を維持している。 

②健全な経営を維持している。 

③施設・管路更新に必要な資金を確保している。 
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序章 第２次中期経営計画の改定について 

序－３ 改定の基本的視点 

（１）改定の留意点 

  ①ガスシステム改革による小売全面自由化 

   平成 29 年 4 月からガスシステム改革による小売全面自由化が実施されました。 

これまでのところ、当市において小売事業者の新規参入の動きはありませんが、

引き続き動向を注視していきます。 

 

 ②人口減少及び大口需要の動向 

   国立社会保障・人口問題研究所が公表した平成 30 年 3 月推計の行政区域内人口

は、当初計画で採用した平成 25 年 3 月推計と比較し、更に減少する推計結果とな

りました。また、大口需要は設備稼働の増加などにより当初計画で推計した値より

増加しています。これらのことを踏まえ、経営収支見通しの見直しを行います。 

 

 ③ガス料金改定（平成 29 年 4 月実施） 

  平成 29 年 4 月に原料ガス価格体系の変更に伴う料金改定（△4.98％）を行った

ことを踏まえ、経営収支見通しの見直しを行います。 

また、新築や増改築等で新たに都市ガスを使用される方や子育て世代を対象とし

た割引制度「新築お祝い 3 年割」「子育てプラス割」を新設し、新規需要の獲得に

向けた取組を行っています。 

 

  ④新庁舎建設 

   平成 30 年 2 月策定の「上越市庁舎再編（配置の適正化）の基本方針」に基づき、

現ガス水道局庁舎を市役所の基幹庁舎として活用することに伴い、新たにガス水道

局庁舎を建設することから、建設費用等を経営収支見通しに反映します。 
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序章 第２次中期経営計画の改定について 

（２）主要事業、取組の検証と見直し 

  ①業務指標の見直し 

   毎年度の予算、決算時に行っている評価検証を基に前期計画期間の総括的な評価

検証を行い、業務指標の見直しを行います。 

 

  ②主要事業、取組の見直し 

   前期計画期間に実施した事業内容を確認するとともに、施設の長寿命化や統廃合

及び将来需要を見据え、事業の必要性や緊急性を鑑み、後期計画期間の主要事業計

画の見直しを行います。 

 

（３）中長期的な経営収支見通し 

  （１）改定の留意点、（２）主要事業、取組の検証と見直しを踏まえ、将来を見据

えた経営収支見通しの見直しを行います。 
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序章 第２次中期経営計画の改定について 
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第２次計画前期の状況と評価 



  



第１章 第２次計画前期の状況と評価 

第１章 第２次計画前期の状況と評価                    

 平成 30 年度の数値は、平成 30 年度予算及び現状を踏まえた見込値です。 

 

１－１ 業務指標の評価 

業務指標は、毎年度の予算、決算時に評価・検証を行い、計画の進捗状況を管理して

おり、中間年度である平成 30 年度に前期計画期間（平成 27 年度から平成 30 年度まで）

の総括的な評価を行い、後期計画期間（平成 31 年度から平成 34 年度まで）の計画全般

に反映させます。 

評価は、業務指標の基となる前期計画期間の主要事業計画の進捗状況を踏まえ、「完

了」「変更」「継続」で評価します。 

 今回の評価により「完了」となる業務指標は、「経年管更新率」と「管路耐震化率」

です。その他の業務指標は、後期計画期間も「継続」して管理します。なお、「変更」す

る業務指標はありません。 

 「経年管更新率」は、業務指標の基となる経年管更新事業が平成 30 年度に完了する

ことから業務指標も「完了」となります。当初は、平成 32 年度まで事業を行う予定と

していましたが、共同で行っていた水道管の更新事業が 2 年前倒しで進捗したことが要

因です。これにより、外力による被覆の損傷や埋設周囲の土壌などの環境特性等による

腐食によってガス漏えいが発生するような経年管の白ガス管、低圧及び中圧ジュート巻

鋼管といった、国が早期に入替えを要するとしている管の更新が完了しました。 

 「管路耐震化率」は、日本ガス協会が定める耐震化率の集計方法が変更になり、平成

30 年度見込みでほぼ 100％になることから業務指標を「完了」とします。 

「継続」する業務指標の数値は、後期計画期間の主要事業計画及び財政収支見通しを

基に見直しを行います。 
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

※平成 28 年 11 月に標準熱量を 43.1MJ（メガジュール）から 45.0MJ に変更しました。このことに伴い、家

庭用 1戸 1月当たりガス販売量と損益勘定所属職員 1 人当たりガス販売量の計画値及び実績値は、平成 28

年度以降、45.0MJ で算出した数値で表記しています。 

 

 

基本方針 H27 H28 H29 H30 評価 見直し後

①
安
全
で
安
定
し
た
供
給

経年管更新率
(％）

完了

管路耐震化率
（％）

完了

白ガス灯外内管残存率
（％）

計画

実績

90.8

100.0

11.9 11.4
継続 ➡

白ガス灯外内管残存率
（％）

職員資格取得度
（件/人）

継続 ➡
職員資格取得度

（件/人）

実績

③
持
続
可
能
で
機
動
的
な
事
業
経
営

損益勘定所属職員
1人当たりガス販売量

（千㎥/人）
継続 ➡

損益勘定所属職員
1人当たりガス販売量

（千㎥/人）

経常収支比率
（％）

継続

②
ガ
ス
販
売
の
促
進

家庭用選択契約
獲得件数
（件）

継続 ➡
家庭用選択契約

獲得件数
（件）

家庭用1戸1月当たり
ガス販売量
（㎥/件）

➡
経常収支比率

（％）

継続 ➡
家庭用1戸1月当たり

ガス販売量
（㎥/件）

大口契約、業務用
選択契約獲得件数

（件）
継続 ➡

計画 1.1

実績 1.1

102.6 102.3 102.3

101.0

大口契約、業務用
選択契約獲得件数

（件）

現行

12.6

ガス売上に対する
企業債利息割合

（％）
継続 ➡

ガス売上に対する
企業債利息割合

（％）

計画 103.4

実績

実績 88

計画 67.9

実績 68.4

計画

実績 2.03

ガス売上に対する
企業債残高割合

（％）
継続 ➡

ガス売上に対する
企業債残高割合

（％）

収納率
（％）

継続 ➡
収納率
（％）

実績 58.6

計画

実績 99.5

計画 58.5

99.5を維持

82.6 83.0 69.2

99.5 99.0 99.1

計画 130

計画 39.7

実績 39.7

1.91 1.91 1.92

2.01 1.92 2.05

計画

計画 4

41.5 39.7 39.7

39.2 36.5 38.2

3 3 3

実績 6

計画 1,424

実績 1,547

3 6 7

1,482 1,408 1,433

1,445 1,482 1,609

103.4100.9 103.9

52.8 70.0 81.7

50.3 77.1 94.4

66.2 66.8 67.3

11.7

1.90

11.0

130 130 130

99 86 78

66.6 67.4 68.0

12.9 12.5 12.1

1.6 1.6 1.3

77.5 71.4 64.9

1.5 1.4 1.2
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

１－２ 経営状況の評価 

①推計人口 

単位：人 

年 度 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 

H25.3 推計 197,419 190,075 182,008 173,557 164,892 155,979 － 

H30.3 推計 196,987 189,393 180,961 172,017 162,726 153,020 143,032 

比 較 △ 432 △ 682 △1,047 △1,540 △2,166 △2,959 － 

 

国立社会保障・人口問題研究所の平成 30 年 3 月推計によると、上越市は平成 57 年

には 143,032 人となり、平成 27 年に比べ、53,955 人、27.4％減少するとされ、前回

の平成 25 年 3 月推計よりも更に人口が減少する推計結果になっています。 

  人口は、家庭用ガス販売量に影響するなど、ガス事業を運営する上で、重要な要素

の一つとなります。第 2 次計画の改定に当たっては、平成 30 年 3 月推計を基に「主

要事業計画」「経営収支見通し」の見直しを行います。 

 

 
※国立社会保障・人口問題研究所、日本の地域別将来人口（平成 25 年 3月推計、平成 30 年 3月

推計）より 

197,419 
190,075 

182,008 
173,557 

164,892 
155,979 

196,987 

189,393 

180,961 

172,017 

162,726 

153,020 

143,032 

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57

単位：人 行政区域内人口推計値

H25.3推計 H30.3推計
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

 ②ガス販売量 

単位：千ｍ3 

年 度 H27 H28 H29 H30 

計 画 61,025 60,565 60,180 59,797 

実 績 

(H30 は見込み) 
59,525 59,266 62,761 60,325 

比 較 △1,500 △1,299 2,581 528 

 

ガス販売量は、平成 27、28 年度は暖冬や大口需要家の事業停止などにより計画値

を下回りましたが、平成 29、30 年度は大口需要家の使用量増加などにより計画値を

上回り、平成 30 年度では、計画値に対して 52 万 8 千㎥増加する見込みです。 

平成 29 年度に新設した割引制度「新築お祝い 3 年割」「子育てプラス割」をＰＲす

るなど、引き続き家庭用ガス販売量及び供給件数を維持できるよう取り組みます。 

  また、販売量の約 7 割を占める商業用や工業用の需要動向は事業経営に大きな影響

を与えることから、引き続き新規開発情報の早期把握や他燃料からの都市ガスへの転

換提案など、大口契約及び業務用選択契約の新規獲得に向けた取組を継続します。 

※計画値、実績値の値は、標準熱量 45.0MJ での数値 
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第１章 第２次計画前期の状況と評価 

③損益 

単位：百万円 

年 度 H27 H28 H29 H30 

計 画 167 151 146 211 

実 績 

(H30 は見込み) 
65 49 229 211 

比 較 △ 102 △ 102 83 0 

 

前期計画期間は、暖冬や大口需要家の事業停止などにより計画値を大きく下回った年

度があったものの、毎年度継続して純利益を計上しており、健全な経営を維持していま

す。 

平成 29 年 4 月には、原料購入先である国際石油開発帝石株式会社の原料価格の見直

しにより値下げの料金改定を行いました。 

また、ガスシステム改革に伴い小売全面自由化が実施されましたが、平成 31 年 2 月

現在、当市における小売事業者の新規参入はなく、経営に大きな影響はない状況です。 

 平成 27、28 年度は、暖冬や大口需要家の事業停止によりガス販売量が減少したこと

などから、計画値に対して約 1 億円の減益になりました。 

 平成 30 年度は、ガス販売量が計画値に対して 52 万 8 千㎥増加する見込みであるもの

の、ＬＮＧ輸入価格の上昇により原料調整費が条例で定めた上限額を超えており、市の

負担が発生していることから、計画値と同額の 2億 1,100 万円の見込みです。 

  

9



第１章 第２次計画前期の状況と評価 

④企業債残高 

単位：百万円 

年 度 H27 H28 H29 H30 

計 画 4,527 4,130 3,721 3,326 

実 績 

(H30 は見込み) 
4,527 4,129 3,720 3,325 

比 較 0 △1 △1 △1 

 

  企業債残高は、内部留保資金を活用し、新規借入れを行っていないことから、計画

どおり減少し、同様に支払利息も減少しています。 

建設改良工事は、「主要事業計画」のとおり、経年管更新事業や低圧導管耐震化事

業などを計画的に行いました。なお、事業の財源となる内部留保資金は、平成 30 年

度において約 21 億円となる見込みです。 

  今後も財務負担の軽減を図るべく、企業債の管理を行っていきます。 
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第２章 
 

主要事業、取組の検証と見直し 



  



第２章 主要事業、取組の検証と見直し 

第２章 主要事業、取組の検証と見直し                    

 前期計画期間（平成 27 年度から平成 30 年度まで）に行った主要事業や取組について

総括的な検証を行い、後期計画期間（平成 31 年度から平成 34 年度まで）の見直しを行

います。また、後期計画期間の主要事業や取組を基に業務指標を見直します。 
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

２－１　体系図

基本方針と業務指標、主要事業、取組の関係を体系図で示します。

①安全、安心な都市ガスの安定供給の維持

②健全な経営の維持

③施設・管路更新に必要な資金の確保

企業債残高管理
ガス売上に対する
企業債利息割合

職員研修

家庭用1戸1月当たり
ガス販売量

職員資格取得度

定期保安調査

ガス導管漏えい検査

主要事業、取組

経年管更新事業

低圧導管耐震化事業

供給施設更新事業

白ガス灯外内管対策

基本方針 業務指標

経年管更新率

管路耐震化率

白ガス灯外内管
残存率

①安全で安定した供給

※点線で囲われている業務指標及び主要事業、取組は、検証の結果、完了するものです。

中圧導管網整備事業

供給所統廃合事業

損益勘定所属職員
1人当たり販売量

大口契約、業務用
選択契約獲得件数

収納率

平成34年度の姿

②ガス販売の促進

③持続可能で機動的な事業経営

都市ガス機器
設置助成金

職員数管理

ガス売上に対する
企業債残高割合

料金収納の促進

経常収支比率

家庭用選択契約
獲得件数
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

２-２　前期計画期間の主要事業、取組の検証

進捗状況 検証内容

前期計画期間の主要事業、取組の進捗状況と検証内容及び後期計画期間の主要事業、取組は、下記のと
おりです。

後期

主要事業、取組

当初計画では平成32年度に完了予定だった
が、共同施工の水道工事が2年前倒しした
ことにより、平成30年度で事業完了。

日本ガス協会が定める耐震化率の集計方法
が変更になり、平成30年度見込みで耐震化
率がほぼ100％となることから事業完了。

主要事業、取組

前期

計画
どおり

9 料金収納の促進

12 企業債残高管理
計画

どおり
8 企業債残高管理計画のとおりに進捗しており順調。

計画のとおりに進捗しており順調。13 料金収納の促進

➡

➡

11 職員数管理
計画

どおり
7 職員数管理計画のとおりに進捗しており順調。 ➡

9 供給所統廃合事業 完了

10
都市ガス機器
設置助成金

未達 6
都市ガス機器
設置助成金

北本町ガス供給所管理棟等の解体工事につ
いて、土壌汚染調査のため、一年遅れたも
のの平成30年度に実施したことから事業完
了。

各年度とも予定助成台数に到達しなかった
ことから、平成30年度から温水暖房機能付
きエコジョーズ本体設置についても助成対
象とし、家庭用ガス販売量を維持するため
対策を行っている。

➡

5 職員研修計画のとおりに進捗しており順調。

8 中圧導管網整備事業 完了
当初計画で予定していた南部、北本町ガス
供給所周辺の整備が完了したことから事業
完了。

➡

3 定期保安調査

6 ガス導管漏えい検査
計画

どおり
4 ガス導管漏えい検査

計画のとおりに進捗しており順調。

計画のとおりに進捗しており順調。

➡

➡

1 供給施設更新事業

4 白ガス灯外内管対策
計画

どおり
2 白ガス灯外内管対策

計画のとおりに進捗しており順調。

計画のとおりに進捗しており順調。

➡

➡

1 経年管更新事業 完了

2 低圧導管耐震化事業 完了

3 供給施設更新事業
計画

どおり

5 定期保安調査
計画

どおり

7 職員研修
計画

どおり
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

２-３　後期計画期間の主要事業計画

基本方針　安全・安定した供給（施設の耐震化）

業務指標
← →

※管路耐震化率のカッコ内は、集計方法変更後の数値。

平成32年度に完了する予定とし
ていたが、2年前倒しの平成30
年度に経年管更新事業が完了し
たことから業務指標を完了す
る。
平成28年度に日本ガス協会が定
める耐震化率の集計方法が変更
になり、平成30年度見込みでほ
ぼ100％となることから業務指
標を完了する。

前期実績値 後期計画値

経年管更新率

H29 H30 H31

経年管更新累計延長
÷

平成26年度末経年管残延長

50.3% 77.1% 94.4% 100.0%

H27 H28

　後期計画期間の主要事業計画、取組及び事業費は、以下のとおりです。
　平成30年度の数値は、平成30年度予算を踏まえ見込んだ数値です。

(99.9%)(99.9%)

業務指標 H34H32 H33

低圧導管耐震化延長
÷

低圧導管総延長

管路耐震化率
66.6% 67.4% 68.0% 68.4%

- (99.9%)

　経年管更新事業は、平成32年度で事業を完了する予定としていましたが、共同施工してい

た水道工事が2年前倒ししたことにより、前期計画期間で事業が完了しました。

　低圧導管耐震化事業は、日本ガス協会が定める耐震化率の集計方法が変更になり、平成30

年度見込みにおいて、耐震化率がほぼ100％となることから前期計画期間で事業が完了しま

した。

　後期計画期間は、経費削減のため水道事業や下水道事業の工事などの他工事と関連する箇

所を中心に共同で行う計画としています。このことから、事業計画は、毎年度、予算時期に

検討し、関連する箇所を見直します。

66.6 67.4 68.0 68.4

99.9 99.9 99.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H27 H28 H29 H30

％
管路耐震化率（低圧管路）の推移

変更前耐震化率 変更後耐震化率
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

基本方針　安全・安定した供給（安全、安定供給の確保）

業務指標
← →

※灯外内管：敷地境界からガスメーターまでのガス管

主要事業の内容

1．供給施設更新事業

2．白ガス灯外内管対策

後期目標削減件数　572件

H34

　安全で安定的に都市ガスを供給するために、供給施設更新事業、白ガス灯外内管対策、定

期保安調査、ガス管漏えい検査及び職員研修を後期計画期間も継続して行います。

H30業務指標 H27 H28 H29
前期実績値 後期計画値

H33H31 H32

11.0%

4,073

後期計画期間事業費

後期計画期間事業費

315,782 千円

　実績に即した耐用年数を超過した施設について、修繕履歴や使用年数、将来の需要見
込みを基に更新を行い、安全、安定供給の確保に努めます。

10,540 千円

全体事業費

全体事業費

11.9% 11.4%

1.89
件/人

千円

11,000 千円

※対象資格：ガス主任技術者甲・乙種、内管工事士1～3種、第二種販売主任者、石綿作業主任者、給水装
置工事主任技術者、浄水施設管理技士1・2級、管路施設管理技士1・2級、電気主任技術者第1～3種、危険
物取扱者乙種4類、無線技術士3級以上、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者、施工管理技士1・2級（土
木・管工事）、衛生管理者

白ガス灯外内管残存数
÷

平成25年度末灯外内管本数

　安心して都市ガスを利用してもらうため、需要家の敷地に埋設されている白ガス灯外
内管から、耐腐食性、耐震性に優れたポリエチレン管への取替えを周知、啓発します。

白ガス灯外内管残存率

12.6% 10.1%10.7% 10.4%

2.03
件/人

2.01
件/人

1.93
件/人

職員資格取得度
1.92

件/人
2.05

件/人対象資格取得数
÷

ガス水道局全職員数

2.01
件/人

1.83
件/人

9.8%
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

3．定期保安調査

4．ガス管漏えい検査

5．職員研修

基本方針　安全・安定した供給（施設の効率化）

全体事業費

全体事業費

333,602 千円

後期計画期間事業費

後期計画期間事業費
155,793 千円

　平成29年度のガス事業法の改正に基づき、40か月に1回から4年に1回の頻度に変更しま
す。需要家のガス漏えい検査及び消費機器調査を実施し、事故の未然防止を図ること
で、安心を確保します。

　平成29年度のガス事業法の改正に基づき、40か月に1回から4年に1回の頻度に変更しま
す。道路に埋設されたガス管の漏えい検査を行い、ガス漏えいを発見した場合は即時対
応するなど安全、安定供給の確保に努めます。

千円

　技術や知識の向上や継承のため、ガス管の接続を行う実地研修などの内部研修を行い
ます。また、外部研修への参加やガス事業運営に係る資格取得への支援を行います。

千円

　中圧導管網整備事業は、南部及び北本町ガス供給所周辺の整備が完了したことから、前期
計画期間で事業が完了しました。
　供給所統廃合事業は、北本町ガス供給所管理棟等の解体工事を平成29年度に実施する予定
としていましたが、土壌汚染調査のため、一年遅れたものの平成30年度に実施したことから
事業が完了しました。
　これらのことから、現計画で予定していた施設の効率化に伴う主要事業は全て前期計画期
間で完了しました。

9,773

15,587

17,319 千円
全体事業費 後期計画期間事業費

33,015 千円
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

基本方針　ガス販売の促進

業務指標
← →

主要事業の内容

1．都市ガス機器設置助成金 23,301 千円
全体事業費 後期計画期間事業費

　家庭用燃料電池「エネファーム」と省エネ型高効率給湯器「エコジョーズ」の設置費
の助成を行い、家庭用ガス販売量の維持を目指します。

13,352 千円

家庭用選択契約獲得件数

99件 100件家庭用温水暖房契約（冬トクぷら
ん）、家庭用コージェネレーショ
ンシステム契約（エコ得ぷらん）
の獲得件数

家庭用年間ガス販売量
÷

年間延調定件数

家庭用1戸1月当たりガス販売量

100件

39.2
㎥/件

(37.5)

36.5
㎥/件

4件 4件 4件

100件78件

6件

平成27年度から平成29年度の平
均値を基に、家庭用ガス販売の
状況を鑑み各年度とも37.0㎥/
件を維持。

38.2
㎥/件

39.7
㎥/件

88件

※平成28年11月に標準熱量を43.1MJ（メガジュール）から45.0MJに変更しました。このことに伴い、家庭
用1戸1月当たりガス販売量の実績値は、平成28年度以降、45.0MJで算出した数値で表記しています。平成
27年度のカッコ内の数値は、熱量変更をしたものとみなした場合の数値です。

　ガス事業を持続的、安定的に経営するためには、ガス販売の促進が必要不可欠となりま

す。

　家庭用ガス販売は、人口減少に加えオール電化等の他燃料との競合などにより減少傾向に

ありますが、販売量の維持のため、都市ガス機器設置助成金を引き続き交付します。

　後期計画期間も新築住宅の都市ガス採用を増やすため、また、建替後も継続利用されるよ

う新設した割引制度「新築お祝い3年割」「子育てプラス割」を住宅販売会社等のサブユー

ザーへ提案するなどの営業活動を行い、都市ガスの良さや便利さ、安全性、さらには経済性

について情報発信します。

　業務用ガス販売についても、前期計画期間に引き続き新規開発による大口需要の獲得を目

指すとともに、重油や液化石油ガスを使用している工場などに都市ガスへの燃料転換を提案

するなど、ガス販売量の促進に取り組んでいきます。

業務指標 H27 H28 H29 H30
前期実績値 後期計画値

H31 H32 H33 H34

86件 100件

5件
大口契約、空調契約などの業務用
選択契約の獲得件数

大口契約、業務用選択契約
獲得件数

3件 6件 7件
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

基本方針　持続可能で機動的な事業経営

業務指標
← →

※損益勘定所属職員：収益的支出において予算措置がされている職員です。

H29 H30 H31 H32 H33

　後期計画期間も施設の長寿命化、職員数管理、企業債残高管理、料金収納の促進、民間活

力導入を行い、持続的で健全な経営を維持します。

1,551
千㎥/人

1,583
千㎥/人

1,575
千㎥/人

1,567
千㎥/人

（ガス販売量÷損益勘定所属職員数）
÷

1,000

損益勘定所属職員1人当たり
ガス販売量

1,445
千㎥/人

1,482
千㎥/人

1,609
千㎥/人

1,547
千㎥/人

前期実績値 後期計画値
業務指標 H27 H28

1.1%

経常収支比率

101.0% 100.9% 103.9% 103.4%
（経常収入÷経常支出）×100

（企業債利息÷ガス売上）×100

ガス売上に対する
企業債利息割合

1.6% 1.6% 1.3%

58.6%

収納率

［1-（未納金÷延調定額）］×100
99.5% 99.0% 99.1% 99.5%

料金徴収業務委託後の平均値
99.5%を維持

（企業債残高÷ガス売上）×100

ガス売上に対する
企業債残高割合

82.6% 83.0% 69.2%

※平成28年11月に標準熱量を43.1MJ（メガジュール）から45.0MJに変更しました。このことに伴い、損益
勘定所属職員1人当たりガス販売量の実績値は、平成28年度以降、45.0MJで算出した数値で表記していま
す。

53.6% 47.6% 41.9% 36.5%

1.0% 0.9% 0.8% 0.7%

H34

104.0% 105.0% 105.6% 106.2%
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第２章　主要事業、取組の検証と見直し

取組の内容

1．職員数管理

2．企業債残高管理

3．料金収納の促進

4．民間活力導入の検討

　民間ノウハウを活用したほうが効率的である業務について整理を行い、業務を明確に
することで、更に効率的な事業経営をするため、民間活力の導入の検討を行っていきま
す。

 平成23年4月から料金徴収業務を民間委託しています。今後も民間ノウハウを活用し、
高い収納率を維持していきます。

　上越市定員適正化計画（平成27年度から平成34年度まで）との整合を図り、職員数の
管理を行います。平成26年度51人いた職員を平成34年度では3人減の48人とする予定で
す。

　今後の建設改良事業の見込み及び内部留保資金の推移から、支払資金及び一般会計の
貸付金など、資金管理上最低限確保すべき内部留保資金額12億円を割り込むことがない
ことから、企業債の新規借入れは行いません。このため、平成34年度では、平成27年度
の企業債残高45.3億円と比べ25.6億円（56.5％）減少の19.7億円になる見込みです。

45.3
41.3

37.2 33.3 29.5 26.0 22.7 19.7

0.87

0.78
0.70

0.62
0.55

0.48
0.42

0.37

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

企業債残高
億円

支払利息
企業債残高と支払利息の見通し

企業債残高実績 企業債残高計画 支払利息実績 支払利息計画
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第３章　経営収支見通し　　 

３－１　概要

○ ガス販売量は、平成27年度実績値と比べ平成34年度では5,953万3千㎥、0.01％増加する見込みで

す。また、当初計画と比べ117万5千㎥、2.0％増加する見込みです。

このまま推移すると、平成66年度では、平成27年度に対し714万3千㎥、11.7％減少の5,388万2千

㎥の見通しです。

○ 損益は、施設の長寿命化による減価償却費の減少、企業債新規借入れをしないことによる支払利

息の減少により、計画期間中、継続して純利益を計上する見通しです。

長期的には、平成44年度をピークに徐々に減益していくものの、純利益は確保する見通しです。

347

528

計　画

実　績 見込 計　画

211

59,797 59,412 59,053 58,700 58,358

1,061 1,117 1,132 1,175

59,525

258 305

△ 5 △ 15 △ 24 △ 26

第３章　経営収支見通し

年　度

当　初

改　定

H27 H28 H30 H31 H32 H33

59,266 62,761 60,325 60,473

H34H29

61,025 60,565 60,180

60,170 59,832 59,533

実　績 見込

（単位：千㎥・45.0MJ）

375

65 49 229 211 253 290 323

△ 102 △ 122 83 0

当　初 167 171 146

349

（単位：百万円）

年　度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

増　減 △ 1,500 △ 1,299 2,581

改　定

増　減

50,000

55,000

60,000

65,000

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ32

千㎥ ガス販売量の見通し
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第３章　経営収支見通し　　 

○ 企業債残高は、内部留保資金の活用により、企業債の新規借入れを行わないことから、計画期間

中、25億6,200万円、56.6％減少する見通しです。

なお、平成50年度に企業債残高はゼロとなる見込みです。

○ 見直し後の内部留保資金は、経年管更新工事の前倒しや新庁舎建設工事により見直し前よりも減

少するものの、施設の長寿命化による更新費用の抑制により、計画期間中、11億2,900万円、

52.9％増加する見通しです。

なお、長期的には、平成66年度で約140億円となる見通しです。

2,240 2,408 2,839

実　績 見込 計　画

（単位：百万円）

△ 373 △ 501 △ 369 △ 266増　減 237 △ 55 66 △ 232

3,264

当　初 1,898 2,017 2,082 2,354

H29 H30 H31 H32 H33 H34年　度 H27 H28

2,613 2,909 3,208 3,530

改　定 2,135 1,962 2,148 2,122

1,966

2,953 2,602 2,274 1,965

実　績 見込 計　画

増　減 0 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1

改　定 4,527 4,129 3,720 3,325

当　初

年　度 H27 H28 H29 H30 H31

4,527 4,130 3,721 3,326 2,954 2,603 2,275

（単位：百万円）

H32 H33 H34

0.0

10.0

20.0

30.0

20.0

50.0

0.0

5.0

10.0

15.0

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H32

単位：億円

企業債残高
建設改良費

建設改良費と企業債残高の見通し

建設改良費 企業債残高
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第３章　経営収支見通し

３－３　積算根拠

経営収支見通しについて、下記のとおり想定し算出しました。

積算根拠の計上額等は、平成27年度から平成29年度までは実績値、平成30年度は見込値、平成31年度

以降は計画値としています。

（１）収益的収入の推計

【ガス販売量】

　○各区の契約ごとに需要を想定した。

　○一般契約は、平成17年度から平成29年度までの実績販売量の推移により平成

　　31年度以降を推計した。

  ○選択契約は、需要動向が社会情勢や気候に左右されることから件数×直近5年

    平均1件当たり販売量により積算した。件数については、対前月増減数の直近

　　5年平均を算出し、前月件数に加算するとともに、販売促進による新規需要

    獲得も加味した。

　○大口契約は、需要動向が社会情勢に左右され、将来予測が困難なことから、

　　現行需要家の個別契約数量とした。

【ガス売上】

　○ガス売上は、上記で想定した契約ごとの販売量にそれぞれの現行基準単位料金

　　単価を乗じることにより計上した。

　〇原料調整費は、原料価格の変動に伴う上昇分の実績を踏まえ新たに計上した。

　　　　販売量（㎥）×（現行基準単位料金単価＋原料調整費）

【受注工事収益】

　○年間工事件数及び1件当たりの収益額など、年度によって傾向が異なり、推計

　　が困難なため、直近5年間の平均額を計上した。

　○平成31年度は、小中学校等の空調設備導入を見込んだ。

【雑収益】

　○下水道料金収納事務受託収益や補償修繕収益など、今後も継続的に見込まれる

　　収益は、直近5年間の平均額を計上した。

40 41

H33 H34H29

36 56 34 36 36 38

（単位：百万円）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

278 275 283

（単位：百万円）
H27 H28 H30 H31 H32

293 238

60,325 60,473

H34

59,525 59,266 62,761 60,170 59,832 59,533

（単位：百万円）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

5,468 5,4235,479 4,973

区　分 積　算　根　拠

営業収益

営業雑収益

営業外収益

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

5,3845,378 5,678 5,506

263 317 703

（単位：千m
3
）

28



第３章　経営収支見通し

【長期前受金戻入】

　○平成29年度までに取得した資産に係る各年度の見込額に、今後新たに取得する

　　資産に係る見込額を加えて計上した。

　○計上しない。

【LPガス販売量】

　○直近5年間の増減率に前年度見込量を乗じて計上した。

【LPガス売上】

　○上記で想定した販売量に現行料金単価を乗じることにより計上した。

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

（単位：百万円）

区　分 積　算　根　拠

14 13 13 13 13 13 13 13

564 515 462 414

特別利益

附帯事業収益

（単位：千m
3
）

（単位：百万円）
H34H29 H30 H31 H32 H33

359 356 309 275

H27 H28

6 56 5

営業外収益

5 5 5 5

29



第３章　経営収支見通し

（２）収益的支出の推計

【売上原価】

　○ガス販売量を基に購入量を積算し、契約ごとの購入価格を乗じて計上した。

　〇原料調整費は、ガス売上と同様に原料価格の変動に伴う上昇分の実績を踏まえ

　　新たに計上した。

【人件費】

　○人件費算出に当たっては、上越市定員適正化計画（平成27年度～平成34年度）

　　との整合を図り、ガス水道局職員の削減数を平成23年4月1日現在の132人

　　＋旧企業団14人の146人から平成32年度には132人、14人の削減を行うものと

　　し、平成26年4月1日現在の140人から計画期間中で8人（ガス事業会計3人、水

　　道事業会計4人、簡易水道事業会計1人）の削減を行うものとして計上した。

　平成26年度　51人

　平成27年度　50人（平成26年度対比△1人）

　平成29年度　49人（　　　　　〃　　　　△2人）

　平成32年度　48人（　　　　　〃　　　　△3人）

　○職員給与費は、平成25年度から平成29年度までの1人あたり平均年間給与額に

　　各年度の推定職員数を乗じて算出した。なお、人事院勧告によるベースアップ

　　等の変動要素は加味しない。

　○退職給付費は、平成30年度の職員を基準とし、平成31年度末時点における要支

　　給額増加分の1人あたり平均額を算出し、各年度末における見込職員数を乗じ

　　た額を計上した。

※上記金額の他に、資本的支出の建設改良費に含まれる人件費あり

【修繕費】

　○施設の長寿命化を図ることにより、減価償却費が減少する一方、施設の維持管

　　理のための定期的な点検及び修繕が増加することを想定し、平成25年度から平

　　成29年度までの実績平均額に減価償却費の対前年度増減比率を乗じて計上し

　　た。

5年実績平均額（円）×減価償却費対前年増減比率（％）

営業費用

営業雑費用

（単位：百万円）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

区　分 積　算　根　拠

H29 H30 H31 H32 H33

324344

（単位：百万円）
H29 H30

319 311 324 324

H27 H28 H31 H32 H33

13383 122 12882 125 133100

H34

327

3,509 3,003 3,194 3,524

345

（単位：百万円）
H27 H28 H34

3,364 3,3463,403 3,384

30



第３章　経営収支見通し

【委託料】

　○現行の委託業務形態が当面継続するものとし、直近5年間の平均額を計上した。

【固定資産除却費】

　○平成25年度から平成29年度までの減価償却費に対する除却費の割合を求め、そ

　　の平均値に各年度の減価償却費を乗じた額を計上した。

【減価償却費】

　○平成29年度までに取得した資産に対する減価償却費に、各年度に見込まれる建

　　設改良費に対する減価償却費を加えた額を計上した。

・法定耐用年数

施設整備に係るもの　　　 20年

本支管整備に係るもの　　13年

【工事請負費】

　○年間工事件数及び1件当たりの収益額など、年度によって傾向が異なり、推計

　　が困難なため、直近5年間の平均額を計上した。

　○平成31年度は、小中学校等の空調設備導入を見込んだ。

【その他費用】

　○備消品費、賃借料、手数料、保険料など各年度の金額変動が少ないものは、直

　　近5年間の平均額を計上した。

【支払利息】

　○今後、企業債の新規借入れを行う予定はないことから、平成25年度までの

　　既発債の支払利息額を計上した。

87 78 70 62 55 48 42 37

（単位：百万円）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

120 162 213 163 103 153 161 167

営業外費用

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

264 214 235 293 655 252 249 257

（単位：百万円）

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

1,183

（単位：百万円）

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
（単位：百万円）

H32H28 H33

H29 H30

H29 H30 H31 H34

163 164 164

（単位：百万円）

159 165

営業雑費用

37 36 33 57 19

167 165 173

（単位：百万円）
H27 H28 H32 H33 H34H31

積　算　根　拠

1,378 1,266

30 28

1,719 1,671 1,617 1,535 1,446

26

H27

区　分

営業費用
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第３章　経営収支見通し

（３）資本的収入の推計

　○施設の長寿命化による建設改良費の減少及び内部留保資金の推移から、支払資

　　金及び一般会計の貸付金など、資金管理上最低限確保すべき内部留保資金額12

　　億円を割り込むことはないことから、企業債の新規借入れは行わない。

　○下水道関連工事負担金は、今後の下水道事業の見通しにより見込まれる負担金

　　を計上した。

　○その他の工事負担金は、平成25年度から平成29年度までの負担金対象工事費に

　　占める負担金の平均割合を、各年度の工事費に乗じた額を計上した。

　○平成32年度の1億4,100万円は、局新庁舎建設に伴い、局現庁舎を市長部局（一
　　般会計）へ売却する予定のため、局現庁舎に係る資産の帳簿価格相当分を計上
　　した。

（４）資本的支出の推計

　○管路については、経年管の更新は平成30年度までに完了し、また、管路耐震化率

　　は、日本ガス協会が定める耐震化率の集計方法が変更となり、平成30年度見込

　　みでほぼ100％となっているものの、過去の修繕履歴や経年劣化に伴う管路更新

　　を継続して行う。

　○現在の耐震管は、実績に即した耐用年数まで更新しないことを基本とする。

　○下水道関連工事費は、今後の下水道事業の見通しにより見込まれる移設工事費

　　を計上した。

　○その他の他工事関連工事費は、平成25年度から平成29年度までの負担金対象工

　　事費の平均額を計上した。

　○設備の更新は、法定耐用年数から実績に即した耐用年数まで更新基準年数を延

　　伸し、過去の修繕履歴や老朽度等から優先度の高いものから更新することとし

　　て計上した。

　○平成31年度及び平成32年度は、局新庁舎建設のため2か年で約6億円を計上し

　　た。

　○企業債の新規借入れは行わないことから、平成25年度までの既発債の償還額

　　を計上した。

157 266 398 140 140 140

企業債償還金

（単位：百万円）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

1,119 1,213 1,049 1,353 1,343 1,207 751 750

（単位：百万円）

区　分 積　算　根　拠

建設改良費

146 116

企業債

工事負担金

（単位：百万円）
H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

固定資産売却収入

区　分 積　算　根　拠

388 398 409 395 309372 351 328
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第４章 第２次計画の推進 

第４章 第２次計画の推進                         

４－１ 第２次計画の進捗管理 

  平成 34 年度での姿の「安全、安心な都市ガスの安定供給を維持している。」「健全

な経営を維持している。」「施設・管路更新に必要な資金を確保している。」を実現す

るため、引き続き本計画を予算編成の基本計画とし、計画の具体化を図ります。 

  また、毎年度の進捗状況を定期的に把握し、情勢変化等にも柔軟に対応するため、

PDCA（Plan－Do－Check－Action）サイクルによる進捗管理を確実に実施し、計画の

推進を図ります。進捗状況は、毎年度の市議会への決算認定提案時に公表します。 

  なお、計画策定後の情勢変化等は、次のような事象を想定しています。 

① 社会経済情勢の変動によりガス販売量が著しく増減する場合 

② LNG 輸入価格の変動等により、原料ガス購入価格の改定が行われる場合 

③ 国の制度変更等により経営見通しに影響がある場合 

④ 業務指標の計画値と実績値に著しい差異が生じる場合 

 

 

 

 

予算への反映

計画の進行管理イメージ

検証
Check

実施
Do

計画
Plan

改善
Action

第2次中期経営計画

H27～H34

予算（毎年度）

第6次総合計画
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第４章 第２次計画の推進 

４－２ 第２次計画の評価・検証 

  今回、見直した第 2 章「主要事業、取組の検証と見直し」に掲げた業務指標によ

って、毎年度、評価・検証を行います。著しい情勢変化等があった場合には、必要に

応じて業務指標及び事業計画内容の見直しを行います。見直した内容は、適切な時期

に公表します。 

  また、最終年度である平成 34 年度に計画期間全体の総括的な評価・検証を行い、 

結果を上越市第 3次ガス事業中期経営計画策定作業に反映させます。 
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